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Ⅰ.はじめに

中国政府は 2003年 10月に，遼寧省，吉林省，黒龍江省

（以下「東北三省」という）に対して，「東北旧工業基地振

興政策」（いわゆる「東北振興」）戦略を提起した。

東北地区を再開発するため，インフラ整備，国有企業の

技術革新，社会保障システムの充実，環境保全などに，日

本をはじめとする周辺各国から資金及び技術の導入などの

協力が必要不可欠である。したがって，「東北振興」をき

っかけにして，中国国内一国の地域開発という位置付けで

はなく，北東アジア地域における「東北」という位置付け

で進められるべきであり，単なるビジネスチャンスを追求

するのではなく，当該地域に共通した課題から見直す必要

ではなかろうか。そのため，北東アジア地域における国際

経済協力と地域の社会経済発展の新たな可能性を探るため

には，まず，中国・「東北振興」政策の実施状況及び課題

などを把握することが必要となる。そこで，平成 17年 8

月に，中国東北地方へ現地調査を行い，遼寧省の政府部門

等にヒヤリングを通じて，「東北振興」政策の実施状況を

把握し，その課題を考察してきた。本稿はそれらを踏まえ

て，中国・「東北振興」戦略実施の現状と課題を整理した

ものである。

Ⅱ.「東北振興」戦略の提起

1.東北地区の経済地位の低下

中国東北部に位置する東北三省は，合計面積では全国の

約 8.2％（78.9万 k㎡），人口では 8.3％（1億 743万人，

2004年，以下同 2）），GDPでは 10.5％（14947.9億元）を

占める中国の約 1割経済圏である。

東北三省は，計画経済の時期はかつて中国で最も発達し

た地域の一つであった。1949年の中華人民共和国建国当

初，旧満州時代の工業基盤とソ連の支援という地の利を持

つ東北三省は，重工業基地として中国経済をリードしてき

た。遼寧の鉄鋼（鞍山鉄鋼），吉林の自動車（長春の第一

汽車），黒竜江のエネルギー（大慶の石油）が有名であっ

た。「第 1次 5カ年計画」期間の 156の重点プロジェクト

のうち，57のプロジェクト 3）が東北三省に集中して，中

国の重工業基地として知られていた。さらに三省は農業が

盛んで，中国の穀倉地帯でもあった。

しかし，市場経済への軌道転換の過程の中で，もともと

計画経済体制の下で作り上げられた重厚長大かつ国有企

業・大型企業を主体とした経済構造が市場経済化の流れに

適応できず，東北部の経済は低迷するようになった。また，

企業設備と技術は老朽化し，産業構造調整も緩慢であっ

た。

図－ 1は 2003年には各地域における企業全体に占める

国有企業比率を示したものである。同図を見ると，企業全

「東北振興」の現状と課題1）

Current situation and problem of economic regeneration in Northeast China

沢田　　勲
Sawada Isao
宋　　　涛
Song Tao 

〈目　　次〉

キーワード

東北三省，東北振興，国有企業改革，経済改革，市場経済化

Ⅰ.はじめに

Ⅱ.「東北振興」戦略の提起

1.東北地区の経済地位の低下

2.「東北振興」戦略に至る経緯

Ⅲ.「東北振興」戦略の内容

1.「東北振興」戦略の基本的な考え方

2.「東北振興」戦略の主な政策措置

Ⅳ.「東北振興」戦略の実施現状と成果

1.「東北振興」戦略の実施現状

2.「東北振興」戦略実施後の成果

Ⅴ.「東北振興」戦略の意義と課題

1.「東北振興」戦略の意義

2.「東北振興」戦略の課題

Ⅵ.終わりに



体に占める国有企業比率は，遼寧省が 19.5%でほぼ全国平

均水準（17.5%）になっているが，黒龍江省が 37.8%，吉

林省が 42.4%で，全国平均水準よりはるかに高い。また，

図－ 2も示したとおり，東北三省における工業生産に占

める国有企業の割合は，全国平均水準の 33.0%と比較して，

いずれも圧倒的に高い。さらに，表－ 1の 2004年の東北

三省の産業構成比を見ると，遼寧省は第三次産業の構成

比が 41.1％で全国平均と比較して高くなっているが，中

国の食糧生産基地として位置付けられている吉林省は第

一次産業，中国最大の大慶油田を擁する黒龍江省は鉱業

を中心に第二次産業の構成比が高い。

したがって，東北三省における産業構造が重化学工業

に偏重していること，企業経営が国有企業に偏重してい

ることは同地域の抱える問題であろう。

さらに，多くの企業は大量の社会職能を負担し，医療，

教育，治安などの付属機構の人員が多く，同時に資源開

発に依存した都市部での資源が次第に枯渇する状況の中

で，既存産業の衰退，リーディング産業の未発展などの

問題に直面した。さらに，閉鎖経済の時代には競争力の

あった農業も，特に，WTO加盟に伴う輸入関税の低下を

受けて，苦戦を強いられている。前世紀末に現われた経

済衰退状況は，「東北現象」と呼ばれたのである。

対外開放の面でも，84年に沿海開放都市に指定され，

外資系企業の誘致を積極的に推進してきた大連市（遼寧

省）を除けば，東北部の開放は後回しにされたため，外

資系企業の進出は少なかった。表－ 2の外国直接投資の

累計金額でみると，2004年までの東北三省は 379.11億ド

ル，全国の外国直接投資実際利用額の 6.87％であるが，

遼寧省がそのうちの 5.25％を占め，吉林省及び黒龍江省

はそれぞれが 0.7%，0.91％で，極端に少ない。地方政府

の誘致活動も総じて消極的であった。他方，広東省など

の華南地域や上海市などの華東地域は外資優遇政策の導
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出所：『中国統計年鑑』2004年より作成

表－ 1 東北三省における産業構成比（2004 年）

出所：『中国統計年鑑 2005』年より作成。



入，私営企業の発展などにより，急成長を続けた。

その結果，東北地区の経済的な地位は低下し続けてい

る。GDP に占める割合でみると，東北部は 80 年の

13.9％から 2004年には 9.3％に低下した。1980年，東北

三省の工業生産額は全国の 17.8％を占め，遼寧，黒竜江

と吉林の工業規模はそれぞれ全国で第 2位，第 7位と第

15位であったが，2004年には全国で占める比率が 9.30%

に下がり，全国での順位も第 5位，第 14位と第 18位に

後退した（図－ 3を参照）。

一方，経済の低迷に伴い，東北部では雇用問題が深刻

化している。2002年の失業率は，吉林省（3.6％）が全国

平均の 4.0％を下回ったのを除いて，遼寧省が 6.5％と中

国で最も高く，黒龍江省（4.9％）4）がそれに続いている。

国有企業からの解雇やレイオフが相次ぎ，十分な手当を

受け取れないなどの理由から生活に困窮する人々が増え

ており，政府に対する抗議運動の発生も報じられている。

また，社会治安の悪化の問題も深刻化している。

2.「東北振興」戦略に至る経緯

このような情勢に直面して，地域間の所得格差の是正，

東北地域の特徴と体制環境の転換の要求に適した発展の

道を探すことが，次第に政策決定者の視野に入るように

なった。中国の「第 10次 5カ年計画」（2001～ 2005）の

中で，「東北地域などの旧工業基地の改造と構造調整を積

極的に支持し，促進する」ことが指摘された。2002年 11

月，中国共産党第 16回全国代表大会は，新型工業化の道

を歩むことを指摘すると同時に，「東北地域などの旧工業

基地の改造と構造調整を支持し，資源開発型都市の接続

的産業発展を支持する」と強調し，「東北振興」という戦

略が打ち出された。2003年 3月，「政府活動報告」は，東

北地域など旧工業基地の調整の加速と改造の構想を支持

することを全面的に指摘した。特に，2003年 6月，温家

宝総理が遼寧省を視察した際，「東北地域の振興と西部大

開発戦略は東西の両輪」という発言を受けて，「東北振興」

政策は一躍脚光を浴びるようになった。

2003年 10月 5日，中共中央，国務院は「東北地区の旧

工業基地復興戦略実施に対する若干の意見」を正式に発

布した 5）。「意見」では，以下の 4つの方向性が示されて

いる。

①　社会保障制度を整備し，遼寧省での試行経験を踏

まえて吉林省や黒龍江省に展開する。

②　企業の社会保障機能を分離する試行地域を選定し，

社会保障負担費用を中央政府が肩代わりする。

③　一部，業績不振企業について条件に合致すれば，

納税免除措置を用意する。

④　旧工業基地の調整・改造につながる投資について

審査手続を簡素化し，資金援助も行う。

さらに，2004年 3月，中央政府は国務院東北地域等旧

工業基地振興指導者グループ及びその事務室（東北室，

温家宝が室長に）を設立した。こうして「東北振興」戦

略は正式にスタートした。
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表－ 2 2004 年まで東北三省の外国直接投資利用の累計状況

出所：『中国統計年鑑』2001～ 2004年各版より作成。

出所：『中国統計年鑑』各年版，『中国統計摘要 2005』より作成。



Ⅲ.「東北振興」戦略の内容

1.「東北振興」戦略の基本的な考え方

今回の「東北振興」戦略政策は，直接的で表面的な政

府支援ではなく，東北地方の政府・経済の体制や経済メ

カニズムを刷新し，自己改革能力を高めることに重点が

置かれている。東北地方には既に工業基盤や教育，科学

技術などに一定の蓄積がある。経済のグロバール化や金

融経済の発展，製造拠点の中国シフトなどの世界経済の

動向に対応していけば，東北旧工業基地にも発展の機会

が広がっていく 6）。

長江デルタや珠江デルタと比べて，東北地方の経済発

展が遅れた主要な要因は，市場経済に対応した意識変化

や体制整備の遅れ，国有経済から私有経済への構造変化

の遅れにある。そのため，東北振興には市場への政府介

入を極力減らし，市場原理に基づいて資源配置や需要調

整，技術革新，企業再編などに取り組もうとしている。

東北振興の成否は，市場経済や私有経済に対応した体制

に改革できるかにかかっている。温家宝首相は「旧工業

基地振興のキーポイントは改革にあり，経済発展の障害

となっている体制・メカニズムの革新を推進する」7）と指

摘している。東北地方の政府，経済管理部門の革新が，

東北振興の第一歩となる。

東北振興政策の方向性は，西部大開発と異なっている。

2000年に国務院が公表した西部大開発の重点政策は，中

央政府財政資金や融資を西部地域の水利や交通，エネル

ギーなどの基礎インフラ建設に優先投入することであっ

た。また，西部大開発の目標は，貧困からの離脱にあっ

た。これに対して，東北地方は基礎的なインフラは整備

されており，東北振興の目標は工業の現代化を実現し，

より豊かになることである。つまり，東北振興は，政策

や体制改革を通じて，インフラ新設ではなく，既存資源

を有効活用することを促すものとなる。

中央政府の役割としては，東北地方にある全国トップ

500クラスの大型国有製造業の再編・改造，社会保障体系

の整備などが重点となる。一方，地方政府は地元の中堅

中小企業の再編とともに，投資環境（インフラや行政サ

ービス，政策など）を整えて海外や国内の他地域からの

投資を誘致することとなる。

2.「東北振興」戦略の主な政策措置

中央政府は，財政，税収，社会保障などを含む一連の

優遇政策を実施し，旧工業基地の構造調整を通じ，全般

的な経済社会発展をめざした。その主な内容は，以下の

通りである 8）。

1）国有企業の再編

東北地区の国有企業改革の要点は，「輸血」ではなく

「造血」にあるという。つまり，政府の財政資金を講じる

のではなく，企業の自己資金や外資導入により，現存の

能力や利点をフルに活用する道を模索しつつ，国有企業

の改革・再編を行うことである。現在，東北地区では国

有企業の吸収・合併，民営化などによって，企業体質ア

ップや競争力向上のための企業の再編は急速に展開して

いる。例えば，中国を代表する鞍鋼製鉄と本渓製鉄は経

営統合の道を模索しているなど，旧体質からの脱皮を目

指した企業再編はその足並みを速めつつある。こうした

国有企業の再編は，吸収・合併のほか外資導入，売却，

株式化，破産などにより大胆に展開している。

2）民営企業の育成発展

国有企業の改革及び東北振興を促進するためには，民

営企業の育成発展が必要不可欠となる。国有企業の集積

地であったがゆえに，中国東北地区の民営企業は大いに

出遅れている。ところが，現在，各省市政府は民営企業

育成発展策を積極的に推進しているため，今後急速な発

展が期待される。2003年 11月には遼寧省瀋陽市で，「民

営企業と東北振興フォーラム」が，また，同年 12月には

吉林省長春市で，「民営経済発展フォーラム」が開催され

るなど，民営企業の育成発展に向け，東北各省市は大い

に注力している。

3）社会保障体系の整備

2003年 12月，中共中央が発布された「東北地区の旧工

業基地復興戦略実施に対する若干の意見」では，「社会保

障制度を整備し，遼寧省での試行経験を踏まえて吉林省

や黒龍江省に展開する」，「企業の社会保障機能を分離す

る試行地域を選定し，社会保障負担費用を中央政府が肩

代わりする」という方向性が示されている。つまり，遼

寧省に続き，黒竜江省と吉林省では，都市と鎮の社会保

障体系を完備する活動を試験的に展開した。また，国有

企業の再編と競争力強化，ないしは東北地区経済の活性

化のため，本業とは関係ない学校や病院運営の分離，国

有企業が負担している社会保障機能（退職者，失業者や

一時帰休者に対する手当）の政府への移管などが求めら

れる。国有企業の制度改革のために良好な環境を整えた。

中央政府は養老保険個人口座を実施するために，18億元

を補助し，レイオフの従業員のために約 55億元の補助資

金を提供した。

4）外資導入の積極化

国有企業再編・改革及び基礎インフラの整備分野では，

外資が積極的に参加することが期待されている。東北地

区は外資導入で一定の実績があるが，華南や上海地区に

比べて大きく遅れている。現在，各省市政府は外資誘致
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のため，さまざまな優遇措置や政策及び行政サービス環

境などを積極的に整備し，対外開放を拡大している。一

方，中央政府国務院・東北振興弁公室は，ガス，電力供

給および下水道整備など，東北地方における都市インフ

ラ建設の経営プロジェクトに関して，外国企業の投資制

限を緩和し，外資の経営支配を認めることを明らかにし

た 9）。また，サービス業の対外開放を加速し，外資銀行が

東北地域に支店や事務所を開設し，業務を展開すること

を優先的に許可することも明らかにした。さらに，輸送

分野においては，鉄道，道路輸送や，海上運輸およびコ

ンテナ業の外資の投資比率制限を緩和する。

5）国家による傾斜政策

東北地区への国家による傾斜政策は，「只給政策不給銭」

（政策優遇するだけで資金の優先配分はやらない）が基本

となっている。西部大開発では，第 9次 5カ年計画期間

中（1996から 2000年）に，国家は 4年間の建設国債発行

額に相当する 6000億元を投資し，インフラ整備を行って

きたが，東北振興にはこうした資金の大量投入を行わな

い方針とされている。2003年 10月末，第 1次東北旧工業

基地改造プロジェクト計画が発表されたが，それによる

と 100プロジェクトに 610億元を使う予定である。その

内，遼寧省が最多の 52プロジェクト（440余億元），黒龍

江省 37プロジェクト，吉林省 11プロジェクトとなって

いる。その 610 億元の財源には，主として，銀行借款，

企業による自己調達（銀行借款以外），および外資導入を

充てる。西部大開発の 6000億元に対し，東北振興が 610

億元とは少ないではないかという声があるが，これは，

中央政府の市場メカニズムの最大限の活用と既存の工業

基礎の上で，「輸血」ではなく，「造血」していこうとい

う意図があるからである。

東北地区への政策を見ると，まず増値税（日本の消費

税相当で，税率は原則 17％）の優遇措置や債轉股（債務

の株式化）などが挙げられる。増値税については，東北

三省の同税金収入は 142億元（2001年）あるとされ，全

増値税収入の 11％にあたる。控除額によっては，企業負

担の軽減にかなりの効果があると言える。中央政府とし

ては，第 1次 100プロジェクトについて東北地区の自助

努力に大きな期待をかけていると考えられる。今後は国

家による東北地区への傾斜措置が増えてくることが確実

であろう。

6）三省間の経済・産業連関の強化

縦割り行政からの脱却という視点から，遼寧省，吉林

省，黒龍江省の三省間の経済・産業連関の強化が必要と

なる。これについて，2003年 12月に瀋陽で開催された

「東北振興戦略国際研究討会」の席上，薄煕来遼寧省省長

が東北三省の共同発展を強調したように，これまでにな

い共同意識の高まりが感じられる。例えば，大企業集団

の育成という視点から，以下のとおりの省際企業間の連

携強化が指摘されている。今後は省を超えた産業連携が

進んでいくことと期待されるだろう。

①　ハルビン，チチハル，長春，瀋陽，大連などの大

企業を主体とする大型機械装備製造業企業集団

②　大慶，吉林，瀋陽，撫順，錦州，大連などの大企

業を主体とする石油化工企業集

③　長春，吉林，四平，ハルビン，シン陽，大連など

大企業主体の自動車・部品企業集団

④　吉林省中部および一部黒龍江省と遼寧省の大企業

を主体とする農産品加工および製薬企業集団

7）交通ネットワークの整備

道路，鉄道網の建設・拡張・電化など交通ネットワー

クの整備は東北振興にとって不可欠である。今後の計画

は①北京―ハルビン間，大連―ハルビン間高速鉄道（新

幹線），②牡丹江―延辺―通化―丹東―大連間鉄道（ロシ

ア，北朝鮮国境沿いを走る，東辺道鉄道），③大慶―松原

―瀋陽―営口間 203国道の一級国道化（東北三省西部線），

④瀋陽―長春―ハルビン間高速道路拡張工事，などが取

り上げている。それに加えて，空港の拡張・新設，航空

網の新設や増便などが計画，実行中であるなど，東北地

区は物流の視点からますます時間的距離を縮めている。

こうした発展した交通ネットワークは東北地区に大きな

経済効果をもたらすことが期待できると同時に，東北地

区の周辺諸国への物流にも大きく期待されている。

現在，陸路ではロシア，モンゴル，朝鮮半島といった

周辺諸国に通じている。これを延長すれば，日本へ，シ

ベリア鉄道やランドブリッジで欧州へ，その先の米国へ

と通じることもできる。これによって，東北地区は経済

発展に不可欠な有利で迅速かつ広域的物流網を手にする

可能性を秘めている。そして東北地区の重工業品がこう

した物流ネットワークを通じて周辺諸国・地域や欧州へ

輸出されるのはそれほど遠くないと考えられる。この点

こそは，珠江デルタ経済圏・長江デルタ経済圏にない中

国東北地区の大きな魅力である。

Ⅳ.「東北振興」戦略の実施現状と成果

1.「東北振興」戦略の実施現状

東北振興戦略政策に基づいて，中央政府及び各地方政

府は財政，金融，地域協力，外資誘致，国有企業改革な

ど多方面で積極的に振興策を推進している。2004年以後

の主な動きは以下のとおりである 10）。

1）国債資金は，引き続き東北旧工業基地に重点的に配

分された。2003年の第 1弾として 100の工業構造調整，

総額 610億元の国債改造プロジェクトが許可されたのに
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続いて，また 2004年に第 2弾として 197の国債プロジェ

クトを手がけた。重点業種は，装備製造，石油化学，農

産品の高度加工，自動車部品等である。同時に，重点企

業の中核技術研究開発プラットホーム，ソフト検証，大

型実験設備の開発と製造，情報産業などのハイテクプロ

ジェクトをスタートさせた。国債資金で 15（黒龍江省 4

つ，吉林省 4つ，遼寧省 7つ）の石炭採掘により沈下し

た地域を改善するようにした。

2）黒龍江省と吉林省では，農業税の徴収を全面的に免

除する政策を実行し，東北地域の食糧生産補助金の範囲

と規模を拡大した。2004年，中央政府の東北三省に対す

る農村税，費用の改革による移転支払い，食糧の直接補

助金，優良品種の補助金などは 53.1億元に達する。2005

年，遼寧省は全省で農業税の徴収を免除することを公表

した。

3）遼寧省に続き，黒竜江省と吉林省では，都市と鎮の

社会保障体系を完備する活動を試験的に展開した。国有

企業の制度改革のために良好な環境を整えた。中央政府

は養老保険個人口座を実施するために 18億元を補助し，

レイオフの従業員のために約 55億元の補助資金を提供した。

4）2004年 7月 1日から，中央政府の批准を経て，財政

部と税務総局は「東北地区の増値税控除範囲拡大に関す

る問題についての規定」と「東北旧工業基地振興に関す

る企業所得税優遇政策についての通知」を制定した。規

定によれば，増値税控除範囲拡大の対象となるのは，東

北三省の設備製造業，石油化学工業，造船業，冶金業，

自動車製造業，農産品加工業などで，固定資産の取得，

固定資産を自社で改造する場合の購入物資や労務サービ

ス，リースされている固定資産，固定資産の運搬費用に

かかる増値税が控除される。また，一部の条件の整った

鉱山，油田に対する資源税税額標準を引き下げ，三省に

企業所得税の優遇政策を施した。これらの政策は，東北

地区の産業に積極的な影響を与え，企業負担を軽減する

とともに，新しい活力を注ぐものと期待されている。

5）2004年 8月 8日から，重工業や中小企業への資金支

援を重点に地域金融の充実を図る「東北振興銀行」は正

式に業務を開始した。

2.「東北振興」戦略実施後の成果

「東北振興」戦略政策が実施された 2003年 10月以来，

一定の成果を得た。具体的には以下のように表れている 11）。

1）経済成長の加速

2004年，遼寧，吉林，黒竜江 3省の経済成長スピード

は，それぞれ 12.8%，12.2%，11.7%に達し，全国平均の成

長率（9.5％）を大きく上回る水準であった。遼寧，吉林，

黒竜江 3 省の農民の年間純収入はそれぞれ 13%，17%，

20%と増加した。工業経済構造の調整と技術改造の速度が

速くなった。黒龍江省では，建設装備工業，石油化学工

業，食品工業，エネルギー，医薬と林産物加工など「6大

基地」建設の任務を推進している。「遼寧省旧工業基地振

興計画」は，建設原材料工業と装備製造業の「二大基地」

建設の任務を提示した。

2）国有企業数の減少

国有企業改革は「東北振興」戦略の中心目的のひとつ

である。政策実施以来，中央政府は，60余りの破産した

国有企業に 163億元の補助資金を提供した。この 2年間

は，東北地区では国有企業の吸収・合併，民営化などの

改革・再編によって，およそ 500社の国有企業が整理さ

れた。政策実施前は 3509社だった東北三省の国有企業の

数は実施からちょうど 2年が経過した 05年 9月末の時点

までに 496社が減って，3013社になった 12）。しかし，資

産総額は逆に 1488.46億元増え，非効率な国有企業の淘汰，

企業体質アップや競争力向上のための企業の再編が進ん

でいることが明らかになった。

3）直接投資の増加

2004年月，東北三省は実際に 59.38億ドルの外資を利用

し，前年と比べて 78.0%を増え，中には，遼寧省が 91.5％

増で，全国平均水準より 13.3%高かった。これは，「東北

振興」戦略にともない，各省市政府はさまざまな優遇措

置や政策及び行政サービス環境などを積極的に整備し外

資誘致を講じたため，東北地区の投資環境を改善され，

海外からの直接投資も拡大していることが見える。

4）固定資産投資の増加

2004年の東北三省の経済を牽引したのは，固定資産投

資の高い伸び率にあった。同年，東北三省の固定資産投

資は前年度より 32.5％と増加した。そのなか，遼寧省が

43.5％で，吉林省が 20.9％で，黒龍江省が 22.7％で，そ

れぞれ増加した。遼寧省の固定資産投資の増加は全国平

均水準より大きく上回っているが，吉林，黒龍江省は全

国平均水準よりまだ低い。また，遼寧，吉林，黒龍江三

省の非国有企業の投資は，前年同期に比べてそれぞれ

55.8%，41.4%，34.5%増加した。

Ⅴ.「東北振興」戦略の意義と課題

1.「東北振興」戦略の意義

上記で見たとおり，「東北振興」戦略政策が実施された

以来，一定の成果を得ている。「東北振興」戦略政策が成

功した場合，東北三省は勿論，中国経済には多大なメリ

ットがもたらされると同時に，周辺各国にも大きな影響

を与えるだろう。

第 1に，地域間格差の是正が挙げられる 13）。「協調的発

展」は今回の中央政府の施政特徴であろう。中国の総合
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的国力および中央財政の能力がともに上昇し，改革開放

が定着した今，「東西格差」14）を解決することと同様に，

「南北格差」という問題にも着手しなければならない。各

地域は地元の比較優位を発揮しながら，全国的に統一さ

れた市場に参入していかなければならない。各地域の協

調的発展は今後中国の経済発展と社会発展における最も

重要な課題である。したがって，人口規模では華南，華

東とほぼ同規模の東北部が停滞から抜け出し，一人当た

りの所得でも華南や華東の水準に近付けば，中国の富裕

層は厚みを増す。一部の沿海地域が高成長を維持し，そ

れ以外の地域の所得は低迷するという二極化状態も解消

されるだろう。

第 2に，国民経済の活性化と発展の原動力を強めるこ

とにある。長江デルタ，珠江デルタ，環渤海経済圏はす

でに経済成長の主要地域となっている。長江デルタと珠

江デルタだけで，GDPは全国の 30％，輸出額も全国の

64.4％を占めており，すでに経済成長の軌道に乗っている。

「自己投資，自己累積，自己発展」の達成は経済の成長や

投資の増加（海外直接投資を含む），貿易の拡大の牽引力

となっている。これから，東北三省は第四の成長地域に

なると考えられる。東北三省の GDPは全国の 11.3％を占

めており，中国の重工業基地，自動車基地，石油基地，

木材基地と食糧生産基地である。どの面においてもよい

条件が揃っており，かなりの潜在力を有している。さら

に，中国と日本，韓国，ロシアとの貿易自由化も議論さ

れており，これは東北三省が中国の第四の成長地域にな

る契機となるだろう。東北三省は経済が移行する中で一

時的な困難に直面しているが，東北の旧工業基地の振興

と転換が成功することができれば，新しい経済成長，新

しい投資，新しい消費の地域が生まれ，中国全体の経済

成長も大いに促進できるだろう。

第 3に，民営経済の発展を促進することにある。東北

三省は国有経済と重工業の割合が高いという所有制構造

と産業構造がなっている。20数年の経済改革を経験し，

市場化要素の増加や非国有経済の急速な発展に伴い，東

北地域における国有経済の割合は縮小してきたが，沿岸

地域に比べると明らかに高い。他方，国有経済の競争力

は改善されてきたものの，他の経済形態に依然として及

ばないのである。国有経済の配置を新たに調整し，国有

経済の国内外の競争力を高めるため，民営などの非国有

経済の発展を育成・拡大することは必要不可欠となる。

第 4に，中国の産業および中国の企業における国際競

争力を高めることにある。改革開放の進展と強まる国際

競争によって，東北の古い工業体制における弊害や構造

問題はますます顕在化しており，改革を行わなければ，

競争力がなく，競争力がなければ，企業はいずれ市場競

争に淘汰されてしまう。

第 5に，社会安定の維持にある 15)。東北地域は建国以来

の最も重要な構造調整期に直面しており，その対象とな

る人数も最も多い。1995年以降，遼寧省だけでも，国有

企業や都市集団企業において､リストラされた労働者が

400～ 500万人上る。黒龍江省において，貧困人口は 373

万人となっており，省人口の 10％を占めている。中国に

おける構造調整は新しい産業，企業を創出する一方，従

来の企業や職場を壊してしまう。構造調整の過程を経て，

各種類の企業の競争力は明らかに高まるが､リストラ・失

業・貧困人口などの急増といった大きな代価も払わなけ

ればならない。中央政府はすでにこのようなコストに注

目している。要するに，東北三省に対して，構造調整を

助けるだけではなく，新しい社会保障体制の創設並びに

社会安定の保持にも力を入れなければならない。過去数

年において，中央政府は遼寧省を実験地域に指定し，東

北地域において市場経済体制に相応しい社会保障体制の

整備を図ってきた。

2.「東北振興」戦略の課題

「東北振興」戦略政策の実施は上述した多大なメリット

がもたらされるが，政策推進に当たっては，多くの課題

に直面することが予想される。とりわけ，次の三点がそ

の成否を左右すると考えられる。

第 1は，国有企業改革などに必要な資金の負担である。

確かに，国債改造プロジェクトでは，企業の自己資金

や外資の導入などが予定されており，政府の財政負担は

多くは生じないといわれている。しかし，東北地区経済

の活性化には，国有企業の再編と競争力強化が不可欠で

あり，そのためには，本業とは関係のない学校や病院運

営の分離，国有企業が負担している社会保障機能（退職

者，失業者や一時帰休者に対する手当）の政府への移管

などが求められる。こうした措置に伴う膨大な費用は，

政府の財政負担で賄うことになるが，現状では負担の余

地は限られている。98年以降，景気を下支えするため，

公共投資を拡大させた結果，国家の財政赤字は過去最大

の水準に達した。東北三省をみても，いずれも歳出が歳

入を上回る厳しい財政状態が続いている。

したがって，優遇税制による税収の減少や国有企業の

社会的機能負担転嫁による地方財政圧迫，そして，中国

全体の景気過熱を回避するための中央政府のマクロコン

トロール政策によって，東北振興の具体的な政策が遅れ

た。そのため，欧米や韓国に比べ投資に対して慎重であ

るとされる日本企業は一部商社以外ほとんどが静観の構

えを示した 16）。

第 2は，各省間の政策調整である。
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（注）
1） 本稿は，平成 17年度共同研究費で昨年の中国東北地区で
の現地調査を基づいて作成したものである。

2） 本稿中のデータは特別に説明しない限り，いずれも 2004
年（『中国統計年鑑』2005年より）のものである。

3）「振興東北網」http://chinaneast.xinhuanet.com/より。
4）『中国統計年鑑 2003』より。
5）「振興東北網」http://chinaneast.xinhuanet.com/より。
6） かつて旧工業基地の改造に成功したのは上海の事例があ
る。

7）「振興東北網」http://chinaneast.xinhuanet.com/より。
8） この部分は「江原規由 2004」を参照。
9）『中国情報局』2005年 8月 9日より。
10）この部分は『振興東北網』より。
11） 同上。
12）『中国情報局』2006年 1月 19日より。
13）「佐野淳也 2004」を参照。
14）東西格差を解消するために，2000年に国務院は西部大開
発の重点政策を公表した。

15）「胡鞍鋼 2003」を参照。
16）「高瀬寿恵 2004」を参照。
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東北部の振興には，中央政府だけでなく，当事者とも

いえる地方政府の連携が欠かせない。とくに，省政府同

士の協力関係の構築が重要である。遼寧，吉林，黒龍江

の三省政府の取り組みをみると，行政区画を越えた協力

を推進していくことでは一致している。しかし，各論に

入ると，各省間の政策調整は進んでいない。例えば，各

省とも自動車産業の振興を重視している。また，「東北振

興」を討論するシンポジウムの際，黒龍江省と吉林省の

高官がそれぞれ，石油化学や医薬品を自省における産業

発展政策の中心に置くと発言した。こうした状態が続け

ば，省を越えた協力の進展を期待できないだけでなく，

小規模投資の重複や生産設備の過剰に伴う共倒れも懸念

される。産業育成策が整合的になるように各省政府の政

策調整が求められる。

第 3は，人々の意識改革と人材の活用である。

「東北振興」戦略には，市場への政府介入を極力減らし，

市場原理に基づいて資源配置や需要調整，技術革新，企

業再編などに取り組もうとしている。そのため，従来の

中央に対する依存体制から脱却することが要求されてい

る。特に，国有企業改革には思い切って発想の転換が求

められる。また，行政，企業再編（例え M＆ A），経営

管理，技術革新などに関する専門人材の確保及び活用も

必要となる。

Ⅵ.終わりに

「東北振興」政策は，第 11期 5カ年計画（2006～ 2010

年）のメインプロジェクトとなっている。今後，具体的

な施策が順次明らかになってくると思われる。その結果，

停滞が著しい旧来型の国有企業を民間資本と外資の導入

などによって市場メカニズムに適応した現代的企業に改

革するなど，新型産業基地への改造を通じて地域全体を

再生させ，中部地域や上海をはじめとする沿海地域への

大きな波及効果を生み出すため，中国経済全体に与える

影響は大きいと考えられる。また，「東北振興」戦略は成

功するかどうか，国有企業改革が進められるか，そのた

めに必要な資金をどのように調達できるのか，各省間が

どのように調整・協力できるのか，外資導入が得られる

かが，鍵となってくるといえるだろう。


